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 調査結果概要 

１．１ 背景と目的 

 宮城県では、平成 30 年度から、地域の身近なバイオマスや廃プラスチック類等を集約し、

地域密着型のエネルギー及び農業資源として利活用していくことを推進するために、県内

市町村等において、循環資源をエネルギー回収できるような施設（バイオマス発電施設等）

の導入を一般廃棄物処理計画に位置付ける際に活用できる「みやぎ地域循環資源エネルギ

ー高度利用モデル（以下、「みやぎモデル」という。）の作成を進めている。 

平成 30 年度は、みやぎモデルの 3 つのパターン（市町村主体モデル、民間主体モデル、市

町村・民間連携モデル）のうち、市町村モデルと民間主体モデルについて検討を行い、令和

元年度は、民間主体モデルと市町村・民間連携モデルについて検討した。令和 2 年度は市町

村・民間連携モデルの検討を継続することに加えて、官民連携で廃棄物を一体的処理してい

る事例を整理することで、みやぎモデルの事業化に係る課題の整理を行った。 

 

１．２ 調査結果 

（１）関係機関による勉強会の開催 

 実現可能な「みやぎモデル」を構築するための関係機関による連携、協働の場として、学

識経験者、地方自治体、関係市町、プロジェクト推進企業、廃棄物処理会社、エネルギー会

社をメンバーとする勉強会を年３回開催した。勉強会では、官民連携で廃棄物を一体的に処

理している事例の紹介に加えて、市町村・民間連携モデルによる廃棄物焼却エネルギー施設

の事業採算性評価結果を踏まえた、みやぎモデル事業化に係る課題について意見交換を行

った。 

 

（２）市町村・民間連携モデルの検討 

 一般廃棄物、下水汚泥、産業廃棄物を一体的に活用する廃棄物焼却エネルギー施設を市町

村と民間が連携して事業化するみやぎモデル（図 1.2.1 参照）を想定し、事業採算性評価を

行った。その結果、P-IRR≧8%、DSCR≧1.2 となり事業採算性が得られる結果となった。   
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図 1.2.1 市町村・民間連携モデルによる廃棄物焼却エネルギー回収施設のイメージ 

 

 

（３）官民連携により廃棄物処理を一体処理している事例の整理 

 

みやぎモデルのような地域循環共生型エネルギーセンターに類似した事例調査を目的に、

官民連携によって廃棄物を一体的に処理している事業形態を 3 パターン（①民間主導型、②

地域（自治体等）主導型、③都道府県主導型）に分類し、それぞれの事例を整理することで、

みやぎモデルの事業化に係る課題を整理した。     
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 業務の背景と目的 

２．１ 業務の背景 

 

 宮城県循環型社会形成推進計画（第 2 期）（平成 28 年 3 月策定）において、重点的に取り

組む施策として「食品廃棄物等のリサイクルの推進」がある。この施策の推進に寄与するた

め、県では平成 28 年度に県内の事業者から発生する食品廃棄物の賦存量を調査し、平成 30

年度には動植物性残さや汚泥について県内における処理状況を調査した。その結果、県内に

おける食品廃棄物等について、県内に適切にエネルギー回収できる食品廃棄物の受入施設

がない等の問題が明らかになった。そこで、地域の身近なバイオマス（生ごみ・汚泥・水産

廃棄物・家畜ふん尿・動植物性残さ・廃食用油・紙くず等）や廃プラスチック類等を集約し、

地域密着型のエネルギー及び農業資源として利活用していくことを推進するために、県内

市町村等において、循環資源をエネルギー回収できるような施設（バイオマス発電施設等）

の導入を一般廃棄物処理計画に位置付ける際に活用できる「みやぎモデル」を作成すること

としている。 

 平成 30 年度は、みやぎモデルの 3 つのパターン（市町村主体モデル、民間主体モデル、

市町村・民間連携モデル）のうち、市町村モデルと民間主体モデルについて検討を行い、令

和元年度は、民間主体モデルと市町村・民間連携モデルについて検討した。令和 2 年度は市

町村・民間連携モデルの検討を継続することに加えて、官民連携で廃棄物を一体的処理して

いる事例を整理することで、みやぎモデルの事業化に係る課題の整理を行った。 

 

２．２ 業務の目的 

 

 本業務は、みやぎモデルの３つのパターン（市町村主体モデル、民間主体モデル、市町村・

民間連携モデル）のうち、市町村・民間連携モデル（生活系ごみを含む一般廃棄物と産業廃

棄物の混合処理）について、具体的な地域を想定し、平成 30 年度までに県が行ったみやぎ

モデルの作成等に係る検討結果を基に、地域に循環資源エネルギー回収施設を導入した場

合の事業採算性等（建設費・運営管理費・国庫補助利用・発電収入等）を検討した上で、実

現可能なモデルを構築するための資料を作成するものである。 
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 調査内容 
３．１ 調査項目 

  
 令和 2 年度は以下の調査を実施した。 
 
（１）関係機関による勉強会の開催 
（２）市町村・民間連携モデルの事業化検討 
（３）官民連携により廃棄物処理をしている事例の整理 
（４）調査報告書の作成 
 
 
３．２ 検証方法 

 
 本調査は、図 3.2.1 に示す調査実施フローのとおり実施した。また、実施体制として、公

益財団法人産業廃棄物処理事業振興財団が受託し、図 3.2.2 に示す実施体制で調査業務を実

施した。公益財団法人産業廃棄物処理事業振興財団では、３．１章に示した調査項目毎に総

括管理者による検証を行うとともに、宮城県環境生活部循環型社会推進課リサイクル推進

班との打合せにより、調査結果の検証を行った。調査にあたっては、想定される事業者（プ

ロジェクト推進企業、地元企業、廃棄物処理会社、エネルギー会社等）や自治体へのヒアリ

ングや勉強会で議論によって実現可能なみやぎモデルを検討するとともに、事業採算性調

査結果については、想定される代表的な事業者へのフィードバックを行うことで検証を行

った。 
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図 3.2.1 調査の全体フロー  
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・事業実施主体、 
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の検討 

 

業務実施計画の確認 

 

官民連携により廃棄物を一体的に処理している事
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図 3.2.2 業務実施体制図 

  

総括管理者 

・業務の全体管理 

担当者Ａ 

・受入廃棄物量及びエネルギー需要 

の把握 

・事業化計画の策定 など 

担当者Ｂ 

・勉強会の開催、連絡調整 

・官民連携により廃棄物を一体的に処理 

している事例の収集・整理 

・報告書の作成 など 

公益財団法人産業廃棄物処理事業振興財団 

宮城県環境生活部 

循環型社会推進課リサイクル推進班 

委託 

令和 2年度みやぎ地域循環資源エネルギー 

高度利用モデル勉強会メンバー 

報告 助言 
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３．３ 実施結果 

３．３．１ 関係機関による勉強会の開催 

 

 令和 2 年度は、官民連携して廃棄物の処理を一体的に行っている事例を収集するととも

に、みやぎモデルの実現に向けた意見交換を行った。事業の実施にあたり、（公財）産業廃

棄物処理事業振興財団が調査主体となり、有識者や関係する市町や様々な関係者から広く

意見を求めるため、勉強会（令和 2 年度みやぎ地域循環資源エネルギー高度利用モデル勉強

会）を 3 回開催し、参加メンバーに自由な意見交換をしていただくとともに、関係者間の連

携、協働の可能性を探る場とした。勉強会の参加者を表 3.3.1 に示す。 

 

（１）勉強会の開催日 

・第１回勉強会：令和 2 年 7 月 29 日（水）13：00～15：00 

・第２回勉強会：令和 2 年 10 月 22 日（木）10：00～12：00 

・第３回勉強会：令和 3 年 2 月 8 日（月）13：00～15：00 

 

（２）勉強会の参加メンバー 

 

表 3.3.1 勉強会の参加者メンバー（令和 2年度） 

区 分 参加メンバー（敬称略） 

座長 田中 勝（岡山大学名誉教授） 

 メンバー 

オブザーバー 

地方自治体 
宮城県環境生活部循環型社会推進課 

宮城県環境生活部環境政策課 

関係市町 自治体 a、自治体 c、自治体 d 

プロジェクト推進企業 Ａ社、Ｃ社 

廃棄物処理会社 Ｆ社、Ｇ社 

エネルギー会社 Ｈ社 

事務局 （公財）産業廃棄物処理事業振興財団 

 

（３）勉強会の成果 

 勉強会において、市町村・民間連携モデルの事業性評価や、官民連携による廃棄物処理

をしている事例の紹介を行い、それらの内容を踏まえ、みやぎモデルの実現に向けた議論

をを行った。     
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３．３．２ 市町村・民間連携モデルの検討 

 

（１）目的 

令和元年度の調査に引き続き、一般廃棄物、下水汚泥、産業廃棄物を一体的に活用する効

率的な地域循環資源エネルギー高度利用モデルとして、廃棄物焼却エネルギー回収施設に

ついて検討した。対象地域は、一般廃棄物焼却施設の老朽化が進んでいる県北部を対象に、

自治体がこれまでどおり公設で施設整備するよりも、市町村と民間が連携した経済的・合理

的なモデルとして、自治体や地元企業を含めた特別目的会社（SPC）による事業化モデル（み

やぎモデル）としての検討を行った。 

 

（２）想定するみやぎモデル 

ａ）対象とする自治体 

本年度は、勉強会に参加している自治体 a、自治体 c、自治体 d を評価の対象とした。 

 

ｂ）前提条件 

・自治体 a の焼却炉は、現状のまま使用し、焼却炉事故時、あるいは、廃止せざるを得な

い場合は、民間及び他組合で暫定的に処理するものとする。 

・自治体ｃ及び自治体 d の焼却炉は、みやぎモデル事業開始に合わせて休止するものと

する。 

・令和 12 年度（2030 年度）に[自治体ａ+自治体ｃ+自治体ｄ+下水汚泥+産廃]廃棄物を対

象とした廃棄物エネルギー回収施設（官民連携）を設置する。 

 
ｃ）想定されるスケジュール案 

 

 

図 3.3.1 みやぎモデルの事業スケジュール案 
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d）対象とする廃棄物量 

 

 対象とする廃棄物の種類と量を表 3.3.2 に示す。 

下水汚泥については、プラントメーカへのヒアリングの結果、施設規模に対して 10～15％

の量であれば焼却施設のピットで廃棄物を下水汚泥と混合することで処理が可能とのこと

であった。したがって、今回は、施設規模の 15％以内を対象廃棄物量とする。 

産業廃棄物については、令和元年度調査を踏まえ、中国の輸入規制の問題に端を発する廃

プラスチック類を想定し、低位発熱量 4,000kcal 程度、廃棄物量 30,000t/年を見込んだ。 

 

表 3.3.2 対象とする廃棄物の種類と量 

区分 名称 発生量 
［千 t／年］ 

備考 

一般 
廃棄物 

自治体 a 17  
自治体 c 41  
自治体 d 16  

産業 
廃棄物 

下水汚泥 16 

下水汚泥は対象廃棄物量の 14%程度と

した。これは仙台市、県内の堆肥化、燃

料化（県南）を除く県内発生脱水汚泥の

37%に相当する。 
その他産業廃棄物 30 県内で現実的に集荷可能な想定量 

合 計 120  
 
ｅ）想定される施設規模 

対象廃棄物量 120,000t/日、年間稼働 300 日とすると、必要な施設規模は 400t/日（＝

120,000t/年÷300 日）となる。焼却炉の補修整備や補修点検時の停止時の影響を考慮し、

2 炉体制（200t/日×2 炉）とする。 

 
図 3.3.2 想定されるみやぎモデル 
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（３）みやぎモデルの事業性評価条件 

a）試算条件  

試算にあたっては以下のようなスケールメリットや民営化による合理化、効率を考慮す

る。 

 

b）施設規模と建設費の関係 

廃棄物処理施設のようなプラント施設では、施

設規模と建設費の関係は一般に 0.6 乗則の関係

（図 3.3.3）になると言われており（環境省「廃棄

物処理施設建設工事等の入札・契約の手引き」P14

より）、例えば規模が 2 倍になっても建設費は 0.6

乗則により 2 倍以下になる。 

 
C = a X 0.6 

C：建設費 
 X：処理能力の比 
 a：定数 

 
ごみ処理施設の施設規模と建設費の実績値は図 3.3.4 のとおりの環境省資料があり、施

設規模が大きくなるとともに、ごみ ton あたりの建設費は低下している。 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

  

 

 
図 3.3.3 0.6乗則による施設建設費 

 
図 3.3.4 ごみ処理施設建設費と施設規模の関係 
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c）民営化による合理化の可能性 

 

複数のプラントメーカへのヒアリング結果等によれば、廃棄物処理施設の民営化により、

次のような効果を期待でき、施設建設費は 25%～40%以上の建設費の削減が可能と言われ

ている。 
 
●建屋等の施設の合理化（プラント部の壁面簡略化等） 

●炉構成の合理化（3 炉⇒2 炉、2 炉⇒1 炉） 

●稼働率の向上（280 日/年⇒300 日/年～320 日/年） 

●長寿命化（予防メンテ、緻密な運転管理等） 

 
d）施設規模と発電効率の関係 

 

図 3.3.5 に、環境省資料によるごみ焼却施設における施設規模と発電効率の関係を示す。

施設規模を拡大することにより発電効率が上昇し、廃棄物重量あたりの発電量が増加する。 

なお、本検討においては、最新の焼却炉を見込んでおり、発電効率 20％として試算する。 

 

 

  

https://www.env.go.jp/recycle/misc/he-wge_facil/ref1.pdf 

図 3.3.5 ごみ焼却施設の施設規模と発電効率 
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（３）建設費の概算 

 
プラントメーカへのヒアリングにより、みやぎモデル焼却施設のプラント設備工事費、土

木・建築費は、それぞれ表 3.3.3 のとおりとなった。なお、地盤改良費や杭工事費、売電時

に電力会社へ支払う工事負担金（系統連系費用）は含まれていない。 

 

表 3.3.3 みやぎモデルの概算建設費 

 
（廃棄物の質） 

廃棄物品目 年間受入量 比 率 低位発熱量 

一般廃棄物 73 千 t/年 60.8％ 2,058 kcal/kg 
下水汚泥 17 千 t/年 14.2％ -615 kcal/kg 
産業廃棄物 30 千 t/年 25.0％ 約 4,000 kcal/kg 
合計 120 千 t/年 100％ 平均 2,100 kcal/kg 

（基本設計の施設条件） 
熱回収施設規模：400 t/日（焼却施設規模 200 t/日×2 炉） 
余 熱 利 用：発電（場内利用および売電） 
発 電 効 率：20％ 
発 電 出 力：8,392 kW※ 
売 電 出 力：6,255 kW 

 
 ※発電出力は下記の式で算出した。 
 
 
 
  

概算建設費 205.0 億円

プラント設備工事費 133.0 億円(65%)

土木・建築工事費 72.0 億円(35%)

財源計画 205.0 億円

補助金 40.0 億円

自己資金 49.5 億円

借入金 115.5 億円

廃棄物発熱量[kcal/kg]×4.1868[J/cal] 
3600[kJ/kWh] 

×施設規模[kg/h]× 
100 

 

発電出力[kW] =      
発電効率[％] 
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（４）設定条件 

みやぎモデルの設定条件を表 3.3.4 に示す。なお（１）は一般廃棄物処理単価を 27 円/kg

とした場合、（２）は P-IRR が 8.0％相当になる場合（２）の 2 通りの試算を行った。 

 

表 3.3.4 みやぎモデルの設定条件 

 
 
 
  

20 年間

運転条件 稼働日数 300 日/年

（１） （２）

一般廃棄物 27 23.5 円/kg

下水汚泥 30 30 円/kg

産業廃棄物 30 30 円/kg

10 円/kWh

借入期間 10 年

金利 2 ％

返済方式

プラント耐用年数 10 年

設備償却率 10 ％

土建耐用年数 25 年

建屋償却率 4 ％

方式

固定資産税率 1.4 ％

法人実効税率 35.64 ％

点検補修費 505,342 千円/年

分析費 20,000 千円/年

91,093 千円/年

152,300 千円/年

人員数 57 人

人件費計 292,190 千円/年

燃え殻処分費 20 円/kg

飛灰処分費 30 円/kg

事務所経費 12,000 千円/年

保険料 1,000 千円/年

重機費 30,000 千円/年

営業費 41,000 千円/年

解体工事費 38.9 億円

基幹改良費 30.0 億円

処分費

その他

定額

元利均等

費用 借入

減価償却

税関係

維持管理費

用益費

電気・水道・燃料

人件費

条件/費用/単価/率設 定 項 目

事業期間

収入 処理単価

売電単価
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（５）事業採算性の評価結果 

表 3.3.5 に前述の設定条件を用いて算出した事業採算性の結果を示す。また、試算の内訳

を表 3.3.6、表 3.3.7 に示す。 

一般廃棄物処理単価を 23.5 円/kg にまで処理単価を下げた場合でも、P-IRR は 8.0%を超

え、DSCR も 1.2 を超える場合もあり、事業採算性が概ね得られる結果となった。 

 

 
表 3.3.5 事業採算性評価結果 

 

 

 

モデル P-IRR DSCR 備考 

みやぎモデル（１） 9.58％ 1.20～1.39 一般廃棄物処理単価を 27 円/kg 

みやぎモデル（２） 8.05％ 1.05～1.27 P-IRR を 8.0％ 
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表 3.3.6 みやぎモデル（１）の試算結果 

 

  

■ 単位：円

-1 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20

① 0 3,831,613,302 3,831,613,302 3,831,613,302 3,831,613,302 3,831,613,302 3,831,613,302 3,831,613,302 3,831,613,302 3,831,613,302 3,831,613,302 3,831,613,302 3,831,613,302 3,831,613,302 3,831,613,302 3,831,613,302 3,831,613,302 3,831,613,302 3,831,613,302 3,831,613,302 3,831,613,302 76,632,266,042

・ 0 3,381,246,000 3,381,246,000 3,381,246,000 3,381,246,000 3,381,246,000 3,381,246,000 3,381,246,000 3,381,246,000 3,381,246,000 3,381,246,000 3,381,246,000 3,381,246,000 3,381,246,000 3,381,246,000 3,381,246,000 3,381,246,000 3,381,246,000 3,381,246,000 3,381,246,000 3,381,246,000 67,624,920,000

一般廃棄物 0 1,968,786,000 1,968,786,000 1,968,786,000 1,968,786,000 1,968,786,000 1,968,786,000 1,968,786,000 1,968,786,000 1,968,786,000 1,968,786,000 1,968,786,000 1,968,786,000 1,968,786,000 1,968,786,000 1,968,786,000 1,968,786,000 1,968,786,000 1,968,786,000 1,968,786,000 1,968,786,000 39,375,720,000

産業廃棄物 0 1,412,460,000 1,412,460,000 1,412,460,000 1,412,460,000 1,412,460,000 1,412,460,000 1,412,460,000 1,412,460,000 1,412,460,000 1,412,460,000 1,412,460,000 1,412,460,000 1,412,460,000 1,412,460,000 1,412,460,000 1,412,460,000 1,412,460,000 1,412,460,000 1,412,460,000 1,412,460,000 28,249,200,000

・ 0 450,367,302 450,367,302 450,367,302 450,367,302 450,367,302 450,367,302 450,367,302 450,367,302 450,367,302 450,367,302 450,367,302 450,367,302 450,367,302 450,367,302 450,367,302 450,367,302 450,367,302 450,367,302 450,367,302 450,367,302 9,007,346,042

② 133,800,000 3,281,016,004 3,238,143,004 3,203,105,704 3,174,377,704 3,150,739,304 3,131,214,804 3,115,023,304 3,101,538,804 3,090,259,004 3,080,780,103 1,741,789,420 1,735,000,420 1,729,213,420 1,725,241,720 1,722,692,920 1,720,368,420 1,718,248,520 1,716,315,120 1,714,551,920 1,712,943,820 48,983,613,432

・ 133,800,000 3,281,016,004 3,238,143,004 3,203,105,704 3,174,377,704 3,150,739,304 3,131,214,804 3,115,023,304 3,101,538,804 3,090,259,004 3,080,780,103 1,741,789,420 1,735,000,420 1,729,213,420 1,725,241,720 1,722,692,920 1,720,368,420 1,718,248,520 1,716,315,120 1,714,551,920 1,712,943,820 48,983,613,432

133,800,000 1,375,561,670 1,375,561,670 1,375,561,670 1,375,561,670 1,375,561,670 1,375,561,670 1,375,561,670 1,375,561,670 1,375,561,670 1,375,561,670 1,375,561,670 1,375,561,670 1,375,561,670 1,375,561,670 1,375,561,670 1,375,561,670 1,375,561,670 1,375,561,670 1,375,561,670 1,375,561,670 27,692,283,405

1,330,987,784 1,330,987,784 1,330,987,784 1,330,987,784 1,330,987,784 1,330,987,784 1,330,987,784 1,330,987,784 1,330,987,784 1,330,987,783 13,309,877,836

286,674,292 286,674,292 286,674,292 286,674,292 286,674,292 286,674,292 286,674,292 286,674,292 286,674,292 286,674,292 286,674,292 286,674,292 286,674,292 286,674,292 286,674,292 286,674,292 286,674,292 286,674,292 286,674,292 286,674,292 5,733,485,837

263,066,600 220,193,600 185,156,300 156,428,300 132,789,900 113,265,400 97,073,900 83,589,400 72,309,600 62,830,700 54,827,800 48,038,800 42,251,800 38,280,100 35,731,300 33,406,800 31,286,900 29,353,500 27,590,300 25,982,200 1,753,453,200

0 24,725,658 24,725,658 24,725,658 24,725,658 24,725,658 24,725,658 24,725,658 24,725,658 24,725,658 24,725,658 24,725,658 24,725,658 24,725,658 24,725,658 24,725,658 24,725,658 24,725,658 24,725,658 24,725,658 24,725,658 494,513,153

③ -133,800,000 550,597,299 593,470,299 628,507,599 657,235,599 680,873,999 700,398,499 716,589,999 730,074,499 741,354,299 750,833,200 2,089,823,882 2,096,612,882 2,102,399,882 2,106,371,582 2,108,920,382 2,111,244,882 2,113,364,782 2,115,298,182 2,117,061,382 2,118,669,482 27,648,652,610

④ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

・ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

⑤ 3,500,000,000 402,429,800 378,516,107 354,119,732 329,230,932 303,839,767 277,936,098 251,509,580 224,549,660 197,045,572 168,986,331 153,575,514 153,575,514 153,575,514 153,575,514 153,575,514 153,575,514 153,575,514 153,575,514 153,575,514 153,575,514 7,923,918,715

3,500,000,000 3,500,000,000

・ 248,854,286 224,940,594 200,544,219 175,655,418 150,264,254 124,360,585 97,934,067 70,974,147 43,470,058 15,410,817 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1,352,408,445

・ 153,575,514 153,575,514 153,575,514 153,575,514 153,575,514 153,575,514 153,575,514 153,575,514 153,575,514 153,575,514 153,575,514 153,575,514 153,575,514 153,575,514 153,575,514 153,575,514 153,575,514 153,575,514 153,575,514 153,575,514 3,071,510,270

⑥ -3,500,000,000 -402,429,800 -378,516,107 -354,119,732 -329,230,932 -303,839,767 -277,936,098 -251,509,580 -224,549,660 -197,045,572 -168,986,331 -153,575,514 -153,575,514 -153,575,514 -153,575,514 -153,575,514 -153,575,514 -153,575,514 -153,575,514 -153,575,514 -153,575,514 -7,923,918,715

⑦ -3,633,800,000 148,167,499 214,954,191 274,387,866 328,004,667 377,034,231 422,462,400 465,080,418 505,524,838 544,308,727 581,846,869 1,936,248,369 1,943,037,369 1,948,824,369 1,952,796,069 1,955,344,869 1,957,669,369 1,959,789,269 1,961,722,669 1,963,485,869 1,965,093,969 19,724,733,895

⑧ 0 97,791,836 116,900,863 134,375,000 150,565,599 165,754,661 180,169,052 193,991,630 207,370,224 690,078,919 692,498,518 694,561,005 695,976,519 696,884,911 697,713,363 698,468,895 699,157,959 699,786,364 700,359,490 8,212,404,810

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

-3,633,800,000 148,167,499 214,954,191 274,387,866 328,004,667 377,034,231 422,462,400 465,080,418 505,524,838 544,308,727 581,846,869 1,936,248,369 1,943,037,369 1,948,824,369 1,952,796,069 1,955,344,869 1,957,669,369 1,959,789,269 1,961,722,669 1,963,485,869 1,965,093,969 19,724,733,895

⑨ -3,633,800,000 148,167,499 214,954,191 176,596,031 211,103,804 242,659,231 271,896,801 299,325,757 325,355,786 350,317,097 374,476,645 1,246,169,450 1,250,538,851 1,254,263,364 1,256,819,550 1,258,459,958 1,259,956,006 1,261,320,373 1,262,564,710 1,263,699,505 1,264,734,478 11,512,329,085

■ 単位：円

-1 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20

21,921,866,669 1,765,829,574 1,832,616,267 1,794,258,106 1,828,765,879 1,860,321,307 1,889,558,876 1,916,987,833 1,943,017,861 1,967,979,172 1,992,138,719 1,532,843,742 1,537,213,142 1,540,937,656 1,543,493,842 1,545,134,249 1,546,630,298 1,547,994,665 1,549,239,001 1,550,373,797 1,551,408,770 56,158,609,427

・ 0 148,167,499 214,954,191 176,596,031 211,103,804 242,659,231 271,896,801 299,325,757 325,355,786 350,317,097 374,476,645 1,246,169,450 1,250,538,851 1,254,263,364 1,256,819,550 1,258,459,958 1,259,956,006 1,261,320,373 1,262,564,710 1,263,699,505 1,264,734,478 15,193,379,085

・ 4,945,131,535 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 4,945,131,535

・ 3,992,963,351

・ 12,983,771,783 12,983,771,783

・ 1,617,662,076 1,617,662,076 1,617,662,076 1,617,662,076 1,617,662,076 1,617,662,076 1,617,662,076 1,617,662,076 1,617,662,076 1,617,662,075 286,674,292 286,674,292 286,674,292 286,674,292 286,674,292 286,674,292 286,674,292 286,674,292 286,674,292 286,674,292 19,043,363,673

24,110,535,134 1,433,618,023 1,433,618,023 1,433,618,023 1,433,618,023 1,433,618,023 1,433,618,023 1,433,618,023 1,433,618,023 1,433,618,023 1,433,618,023 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 38,493,965,361

・ 3,633,800,000 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 3,681,050,000

・ 1,433,618,023 1,433,618,023 1,433,618,023 1,433,618,023 1,433,618,023 1,433,618,023 1,433,618,023 1,433,618,023 1,433,618,023 1,433,618,023 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 14,336,180,228

・ 20,476,735,134 20,476,735,134

-2,188,668,465 332,211,552 398,998,244 360,640,084 395,147,856 426,703,284 455,940,854 483,369,810 509,399,839 534,361,149 558,520,697 1,532,843,742 1,537,213,142 1,540,937,656 1,543,493,842 1,545,134,249 1,546,630,298 1,547,994,665 1,549,239,001 1,550,373,797 1,551,408,770 17,664,644,066

■

※解散年度

-1 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 ※●●

-16,483,771,783 2,014,683,861 2,057,556,861 1,994,802,325 2,004,421,297 2,010,585,561 2,013,919,461 2,014,921,900 2,013,992,008 2,011,449,230 2,007,549,537 1,532,843,742 1,537,213,142 1,540,937,656 1,543,493,842 1,545,134,249 1,546,630,298 1,547,994,665 1,549,239,001 1,550,373,797 1,551,408,770

-4,945,131,535 332,211,552 398,998,244 360,640,084 395,147,856 426,703,284 455,940,854 483,369,810 509,399,839 534,361,149 558,520,697 1,532,843,742 1,537,213,142 1,540,937,656 1,543,493,842 1,545,134,249 1,546,630,298 1,547,994,665 1,549,239,001 1,550,373,797 1,551,408,770 4,945,131,535

9.58%

13.40%

1.20 1.24 1.22 1.25 1.27 1.29 1.32 1.34 1.36 1.39

事　　業　　年　　度
稼働前 運営期間

合　計

SPCの損益計算書

営業収入

廃棄物処理委託費

売電収入

営業費用

運営費　　計

営業外費用（建設資金償還）

営業外損益（＝④－⑤）

税引前当期利益（＝③＋⑥）

設計・施工期間

SPCのキャッシュフロー表

法人税等

繰越欠損金：ここでは考慮しない

・建設工事費充当（資本金から）

支払利息

解体工事積立金

運営費支出

事業税 外形標準課税（資本割）

営業損益（＝①－②）

営業外収入

資金運用収入

固定資産税（建屋・土地・機械）

減価償却費（建屋）

減価償却費（設備）

税引後当期利益（＝⑦－⑧）

運営期間

IRR（配当前キャッシュフローの出資金に対するIRR）

E-IRR算定キャッシュフロー

設備、建屋、土木費

配当前キャッシュフロー

事　　業　　年　　度

合　計

Cash-In

その他（借入返済金）

事　　業　　年　　度
運営期間

E-IRR

DSCR

設計・施工期間

課税所得

税引後当期利益

出資金

その他（借入金）

評価指標

P-IRR

P-IRR算定キャッシュフロー

その他（減価償却戻し）

Cash-Out

税引後当期損失

補助金
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表 3.3.7 みやぎモデル（２）の試算結果 

 
  

■ 単位：円

-1 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20

① 0 3,576,400,302 3,576,400,302 3,576,400,302 3,576,400,302 3,576,400,302 3,576,400,302 3,576,400,302 3,576,400,302 3,576,400,302 3,576,400,302 3,576,400,302 3,576,400,302 3,576,400,302 3,576,400,302 3,576,400,302 3,576,400,302 3,576,400,302 3,576,400,302 3,576,400,302 3,576,400,302 71,528,006,042

・ 0 3,126,033,000 3,126,033,000 3,126,033,000 3,126,033,000 3,126,033,000 3,126,033,000 3,126,033,000 3,126,033,000 3,126,033,000 3,126,033,000 3,126,033,000 3,126,033,000 3,126,033,000 3,126,033,000 3,126,033,000 3,126,033,000 3,126,033,000 3,126,033,000 3,126,033,000 3,126,033,000 62,520,660,000

一般廃棄物 0 1,713,573,000 1,713,573,000 1,713,573,000 1,713,573,000 1,713,573,000 1,713,573,000 1,713,573,000 1,713,573,000 1,713,573,000 1,713,573,000 1,713,573,000 1,713,573,000 1,713,573,000 1,713,573,000 1,713,573,000 1,713,573,000 1,713,573,000 1,713,573,000 1,713,573,000 1,713,573,000 34,271,460,000

産業廃棄物 0 1,412,460,000 1,412,460,000 1,412,460,000 1,412,460,000 1,412,460,000 1,412,460,000 1,412,460,000 1,412,460,000 1,412,460,000 1,412,460,000 1,412,460,000 1,412,460,000 1,412,460,000 1,412,460,000 1,412,460,000 1,412,460,000 1,412,460,000 1,412,460,000 1,412,460,000 1,412,460,000 28,249,200,000

・ 0 450,367,302 450,367,302 450,367,302 450,367,302 450,367,302 450,367,302 450,367,302 450,367,302 450,367,302 450,367,302 450,367,302 450,367,302 450,367,302 450,367,302 450,367,302 450,367,302 450,367,302 450,367,302 450,367,302 450,367,302 9,007,346,042

② 133,800,000 3,281,016,004 3,238,143,004 3,203,105,704 3,174,377,704 3,150,739,304 3,131,214,804 3,115,023,304 3,101,538,804 3,090,259,004 3,080,780,103 1,741,789,420 1,735,000,420 1,729,213,420 1,725,241,720 1,722,692,920 1,720,368,420 1,718,248,520 1,716,315,120 1,714,551,920 1,712,943,820 48,983,613,432

・ 133,800,000 3,281,016,004 3,238,143,004 3,203,105,704 3,174,377,704 3,150,739,304 3,131,214,804 3,115,023,304 3,101,538,804 3,090,259,004 3,080,780,103 1,741,789,420 1,735,000,420 1,729,213,420 1,725,241,720 1,722,692,920 1,720,368,420 1,718,248,520 1,716,315,120 1,714,551,920 1,712,943,820 48,983,613,432

133,800,000 1,375,561,670 1,375,561,670 1,375,561,670 1,375,561,670 1,375,561,670 1,375,561,670 1,375,561,670 1,375,561,670 1,375,561,670 1,375,561,670 1,375,561,670 1,375,561,670 1,375,561,670 1,375,561,670 1,375,561,670 1,375,561,670 1,375,561,670 1,375,561,670 1,375,561,670 1,375,561,670 27,692,283,405

1,330,987,784 1,330,987,784 1,330,987,784 1,330,987,784 1,330,987,784 1,330,987,784 1,330,987,784 1,330,987,784 1,330,987,784 1,330,987,783 13,309,877,836

286,674,292 286,674,292 286,674,292 286,674,292 286,674,292 286,674,292 286,674,292 286,674,292 286,674,292 286,674,292 286,674,292 286,674,292 286,674,292 286,674,292 286,674,292 286,674,292 286,674,292 286,674,292 286,674,292 286,674,292 5,733,485,837

263,066,600 220,193,600 185,156,300 156,428,300 132,789,900 113,265,400 97,073,900 83,589,400 72,309,600 62,830,700 54,827,800 48,038,800 42,251,800 38,280,100 35,731,300 33,406,800 31,286,900 29,353,500 27,590,300 25,982,200 1,753,453,200

0 24,725,658 24,725,658 24,725,658 24,725,658 24,725,658 24,725,658 24,725,658 24,725,658 24,725,658 24,725,658 24,725,658 24,725,658 24,725,658 24,725,658 24,725,658 24,725,658 24,725,658 24,725,658 24,725,658 24,725,658 494,513,153

③ -133,800,000 295,384,299 338,257,299 373,294,599 402,022,599 425,660,999 445,185,499 461,376,999 474,861,499 486,141,299 495,620,200 1,834,610,882 1,841,399,882 1,847,186,882 1,851,158,582 1,853,707,382 1,856,031,882 1,858,151,782 1,860,085,182 1,861,848,382 1,863,456,482 22,544,392,610

④ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

・ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

⑤ 3,500,000,000 402,429,800 378,516,107 354,119,732 329,230,932 303,839,767 277,936,098 251,509,580 224,549,660 197,045,572 168,986,331 153,575,514 153,575,514 153,575,514 153,575,514 153,575,514 153,575,514 153,575,514 153,575,514 153,575,514 153,575,514 7,923,918,715

3,500,000,000 3,500,000,000

・ 248,854,286 224,940,594 200,544,219 175,655,418 150,264,254 124,360,585 97,934,067 70,974,147 43,470,058 15,410,817 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1,352,408,445

・ 153,575,514 153,575,514 153,575,514 153,575,514 153,575,514 153,575,514 153,575,514 153,575,514 153,575,514 153,575,514 153,575,514 153,575,514 153,575,514 153,575,514 153,575,514 153,575,514 153,575,514 153,575,514 153,575,514 153,575,514 3,071,510,270

⑥ -3,500,000,000 -402,429,800 -378,516,107 -354,119,732 -329,230,932 -303,839,767 -277,936,098 -251,509,580 -224,549,660 -197,045,572 -168,986,331 -153,575,514 -153,575,514 -153,575,514 -153,575,514 -153,575,514 -153,575,514 -153,575,514 -153,575,514 -153,575,514 -153,575,514 -7,923,918,715

⑦ -3,633,800,000 -107,045,501 -40,258,809 19,174,866 72,791,667 121,821,231 167,249,400 209,867,418 250,311,838 289,095,727 326,633,869 1,681,035,369 1,687,824,369 1,693,611,369 1,697,583,069 1,700,131,869 1,702,456,369 1,704,576,269 1,706,509,669 1,708,272,869 1,709,880,969 14,620,473,895

⑧ 0 6,833,922 25,942,950 43,417,087 59,607,686 74,796,748 89,211,139 103,033,717 116,412,311 599,121,005 601,540,605 603,603,092 605,018,606 605,926,998 606,755,450 607,510,982 608,200,046 608,828,450 609,401,577 6,575,162,372

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

-3,633,800,000 -107,045,501 -40,258,809 19,174,866 72,791,667 121,821,231 167,249,400 209,867,418 250,311,838 289,095,727 326,633,869 1,681,035,369 1,687,824,369 1,693,611,369 1,697,583,069 1,700,131,869 1,702,456,369 1,704,576,269 1,706,509,669 1,708,272,869 1,709,880,969 14,620,473,895

⑨ -3,633,800,000 -107,045,501 -40,258,809 12,340,944 46,848,717 78,404,145 107,641,714 135,070,670 161,100,699 186,062,010 210,221,558 1,081,914,363 1,086,283,764 1,090,008,277 1,092,564,463 1,094,204,871 1,095,700,919 1,097,065,287 1,098,309,623 1,099,444,418 1,100,479,392 8,045,311,523

■ 単位：円

-1 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20

21,921,866,669 1,617,662,076 1,617,662,076 1,630,003,020 1,664,510,792 1,696,066,220 1,725,303,790 1,752,732,746 1,778,762,775 1,803,724,085 1,827,883,633 1,368,588,655 1,372,958,056 1,376,682,569 1,379,238,755 1,380,879,163 1,382,375,211 1,383,739,578 1,384,983,915 1,386,118,710 1,387,153,683 52,838,896,174

・ 0 0 0 12,340,944 46,848,717 78,404,145 107,641,714 135,070,670 161,100,699 186,062,010 210,221,558 1,081,914,363 1,086,283,764 1,090,008,277 1,092,564,463 1,094,204,871 1,095,700,919 1,097,065,287 1,098,309,623 1,099,444,418 1,100,479,392 11,873,665,832

・ 4,945,131,535 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 4,945,131,535

・ 3,992,963,351

・ 12,983,771,783 12,983,771,783

・ 1,617,662,076 1,617,662,076 1,617,662,076 1,617,662,076 1,617,662,076 1,617,662,076 1,617,662,076 1,617,662,076 1,617,662,076 1,617,662,075 286,674,292 286,674,292 286,674,292 286,674,292 286,674,292 286,674,292 286,674,292 286,674,292 286,674,292 286,674,292 19,043,363,673

24,110,535,134 1,540,663,524 1,473,876,831 1,433,618,023 1,433,618,023 1,433,618,023 1,433,618,023 1,433,618,023 1,433,618,023 1,433,618,023 1,433,618,023 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 38,641,269,671

・ 3,633,800,000 107,045,501 40,258,809 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 3,828,354,310

・ 1,433,618,023 1,433,618,023 1,433,618,023 1,433,618,023 1,433,618,023 1,433,618,023 1,433,618,023 1,433,618,023 1,433,618,023 1,433,618,023 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 14,336,180,228

・ 20,476,735,134 20,476,735,134

-2,188,668,465 76,998,552 143,785,244 196,384,997 230,892,770 262,448,197 291,685,767 319,114,723 345,144,752 370,106,063 394,265,610 1,368,588,655 1,372,958,056 1,376,682,569 1,379,238,755 1,380,879,163 1,382,375,211 1,383,739,578 1,384,983,915 1,386,118,710 1,387,153,683 14,197,626,503

■

※解散年度

-1 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 ※●●

-16,483,771,783 1,759,470,861 1,802,343,861 1,830,547,238 1,840,166,211 1,846,330,474 1,849,664,374 1,850,666,813 1,849,736,922 1,847,194,144 1,843,294,450 1,368,588,655 1,372,958,056 1,376,682,569 1,379,238,755 1,380,879,163 1,382,375,211 1,383,739,578 1,384,983,915 1,386,118,710 1,387,153,683

-4,945,131,535 76,998,552 143,785,244 196,384,997 230,892,770 262,448,197 291,685,767 319,114,723 345,144,752 370,106,063 394,265,610 1,368,588,655 1,372,958,056 1,376,682,569 1,379,238,755 1,380,879,163 1,382,375,211 1,383,739,578 1,384,983,915 1,386,118,710 1,387,153,683 4,945,131,535

8.05%

10.73%

1.05 1.09 1.12 1.14 1.17 1.19 1.21 1.23 1.25 1.27

事　　業　　年　　度
稼働前 運営期間

合　計

SPCの損益計算書

営業収入

廃棄物処理委託費

売電収入

営業費用

運営費　　計

営業外費用（建設資金償還）

営業外損益（＝④－⑤）

税引前当期利益（＝③＋⑥）

設計・施工期間

SPCのキャッシュフロー表

法人税等

繰越欠損金：ここでは考慮しない

・建設工事費充当（資本金から）

支払利息

解体工事積立金

運営費支出

事業税 外形標準課税（資本割）

営業損益（＝①－②）

営業外収入

資金運用収入

固定資産税（建屋・土地・機械）

減価償却費（建屋）

減価償却費（設備）

税引後当期利益（＝⑦－⑧）

運営期間

IRR（配当前キャッシュフローの出資金に対するIRR）

E-IRR算定キャッシュフロー

設備、建屋、土木費

配当前キャッシュフロー

事　　業　　年　　度

合　計

Cash-In

その他（借入返済金）

事　　業　　年　　度
運営期間

E-IRR

DSCR

設計・施工期間

課税所得

税引後当期利益

出資金

その他（借入金）

評価指標

P-IRR

P-IRR算定キャッシュフロー

その他（減価償却戻し）

Cash-Out

税引後当期損失

補助金
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３．３．３ 官民連携により廃棄物処理をしている事例調査 

（１）官民連携の事業形態分類 

 
 みやぎモデルのような地域循環共生型エネルギーセンターに類似したモデルは従来も考

えられてきたが、わが国ではなかなか実現していない状況にある。わが国で行われている官

民連携によって廃棄物を一体的に処理している事業形態としては次のものがある。 
 
 ①民間主導型（一般廃棄物の民間委託） 

   自治体が民間企業（産業廃棄物処理会社等）に廃棄物処理を委託し、民間企業が一般

廃棄物、産業廃棄物の処理（資源化）を行うもの。 
 
 ②地域（自治体等）主導型 

   PFI 方式や第三セクター方式により、地域の民間企業や各種団体が連携して一般廃

棄物、産業廃棄物の処理（資源化）を行うもの。 
 
 ③都道府県主導型 

   都道府県による事業用地貸与等により、民間事業者が廃棄物処理施設を建設、運営し、

産業廃棄物等を処理（資源化）するもの。 
 
 
（２）民間主導による廃棄物資源一体処理事例   

  
 自治体が民間企業（産業廃棄物処理会社等）に一般廃棄物の処理を委託している事例とし

て、以下の 4 自治体と委託先の民間廃棄物処理会社に、事業化手法や事業実施状況等に関す

る事例調査を行った。 

 

 （ⅰ） 観音寺市 ／ (株)富士クリーン 

（ⅱ） 安来市 ／ 三光(株) 

 （ⅲ） 日高市 ／ 太平洋セメント(株)  

（ⅳ） 伊賀市 ／ 三重中央開発(株) 

  

 市町村が民間の廃棄物処理業者に中間処理を含むごみ処理を委託することで広域一体処

理を行う方法は、環境省環境再生・資源循環局 廃棄物適正処理推進課「広域化・集約化

に係る手引き」（令和 2 年 6 月）でも紹介されている（図 3.3.6）。 

図 3.3.6 に示すように複数市町村が民間の廃棄物処理業者にごみ処理を委託する場合、

市町村のごみ処理施設を集約化できるというメリットがある。一方、懸念事項として、一
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般廃棄物の統括的な処理責任のある市町村が、処理状況を適切にモニタリングし続ける必

要があること、そして、民間の廃棄物処理業者が廃業した場合、ごみ処理事業停止のリス

クがあることから、バックアップ体制の構築が重要となることが挙げられる。 

 

 

図 3.3.6 民間の廃棄物処理業者に中間処理を含むごみ処理を委託 

（「環境省環境再生・資源循環局廃棄物適正処理推進課、広域化・集約化に係る手引き」より） 
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（ⅰ）観音寺市／(株)富士クリーン の事例 

可燃ごみ委託量 約 12,676 t/年 

処理委託期間 平成 20 年 2 月～ 

処理方式と規模 乾式メタン発酵 73.0t/日＋焼却 180t/日、焼却残さは埋立 

熱利用 バイオガス発電 370kW × 2 機 

委託範囲 中継施設運営、運搬、中間処理、最終処分 

費用 処理費に加えて綾川町に環境保全協力金を支払っている 

位置関係 

 

自治体の状況 

 

・観音寺市は、共同してごみ処理を行っていた自治体が別の方法で処理を

行うことになり、単独で処理を行わざる得なくなった結果、緊急避難的

に民間施設にごみ処理を委託することになった。 

・処理先の選定として、他市への搬出も所内で検討したが、経路に難があ

ったため不可とし、香川県内の民間施設である（株）富士クリーンに委

託することになった。 

・市はごみ収集を行い中継所までの運搬まで行い、中継所の運営、輸送、

中間処理、最終処分まで（株）富士クリーンに委託している。 

・1 日の搬入量は 20～50t 程度であり、10t 車で 3～6 台程度で輸送。 

・現状の民間委託で問題なく処理できており、当面、見直すことは考えて

おらず、施設維持管理費等の削減につながったことが市のメリットであ

ると感じている。 

事業者の状況 

 

 

・観音寺市の生活ごみを受け入れる際、地域住民に対しては、自治会の定

期的な会合等で都度説明を行ってきており、特に反対などはなかった。 

・メタン発酵施設の処理割合は、一廃が 4 割に対し産廃が 6 割程度。焼

却炉は一廃と産廃の処理割合は同じ。 

・定常的に受け入れている自治体は観音寺市のみ。他はスポット的に受け

入れており処理費は高めに設定されている。 

（株）富士クリーン
（綾川町）

観音寺市
積替え施設

約30km
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・もし、緊急停止等で処理できなくなった場合のバックアップとして、隣

県にある中間処理業者で対応することになっている。 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.3.7 (株)富士クリーンの処理施設（出典（株）富士クリーンホームページ） 

乾式メタン発酵施設 焼却施設 
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（ⅱ）安来市／三光(株) の事例 
可燃ごみ委託量 約 8,330 t/年 

委託期間 平成 19 年 4 月～ 

処理方式と規模 焼却 72.9t/日、焼却残さはセメント原料化 

熱利用 スチームスター発電 132kW、バイナリー発電 280kW 

委託範囲 中間処理、最終処分 

位置関係 

 

 

 

 

 

自治体の状況 

 

・安来市の可燃ごみは、平成 18 年度まで市が保有する焼却施設で処理し

ていたが、施設が老朽化になり対策費用がかさむことから、広域化処理

を検討し他自治体と協議した結果、広域化の条件整備までの暫定措置と

して民間委託を選択した。 

・焼却施設内の敷地に、中継施設を建設。積替施設であり保管機能はない

ので、その日のごみはその日のうちに三光（株）へ運搬する。1 日の搬

出量は、10t パッカー車で 5～6 回程度。 

・民間委託のメリットは、施設の維持管理費、人件費が抑えられること。 

事業者の状況 

 

 

・島根県松江市の江島工場（72.4t/日）にて、安来市の可燃ごみを受けて

入れている。同社の潮見工場（94t/日）はバックアップ炉として利用し

ている。 

・可燃ごみは安定した物性であり、量も一定量見込めることがメリット。 

・安来市の生活ごみを受け入れる際、関係機関（市役所等）と協議のうえ、

民間主体で住民説明を行った。 

・一般廃棄物は、可燃ごみ以外にも不燃ごみ、木くず、繊維くず等の品目

で受け入れている。 

  

安来市
積替え施設

三光（株）
江島工場
（島根県松江市）

約30km

三光（株）
潮見工場
（鳥取県境港市）
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（ⅲ）日高市／太平洋セメント(株)の事例 

可燃ごみ委託量 約 15,000 t/年 

委託期間 平成 14 年 12 月～ 

処理方式と規模 焼成（セメントキルン）120 t/日 

熱利用 令和 4 年 9 月に 8,000kW の廃熱発電設備を竣工予定 

委託範囲 中間処理、最終処分 

位置関係  

自治体の状況 

 

・民間委託に至った理由は、焼却施設の老朽化とダイオキシン類の規制強

化に伴い、多額の修繕費用が必要になったため。そのタイミングで、太

平洋セメントから遊休施設を利用した資源化処理について提案があっ

たことで民間委託を決断した。なお、近隣市と広域化処理も調整したが、

不調だった。 

・民間委託のメリットは、資源化処理されるのでリサイクル率が飛躍的に

向上した（現在、リサイクル率 99%）こと、市民の分別が簡素化された

こと、一廃の最終処分場の延命化につながったこと。 

・また、ごみ処理の継続性を担保するため、別途 10 年間の協定を結んで

いる。 

・バックアップ体制として、他の民間廃棄物処理施設との協定を締結して

いる。 

太平洋セメント
埼玉工場
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 図 3.3.8 太平洋セメント処理工程図 

出典：日高市 HPより https://www.city.hidaka.lg.jp/life_procedure/6/3478.html 
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（ⅳ）伊賀市／三重中央開発(株)への調査結果 
 三重県伊賀市 奈良県斑鳩町 岐阜県羽島市 滋賀県高島市 

可燃ごみ委託量 20,200 t/年 3,484 t/年 15,022 t/年 13,054 t/年 

委託期間 平成 31 年 8 月 平成 19 年 4 月 平成 28 年 4 月 平成 30 年 3 月 

処理方式と規模 焼却＋資源化  (a)318 t/日×2 炉、(b)65 t/日×2 炉 

熱利用 (a)発電 4,000 kW + トランスヒートコンテナ + 汚泥乾燥熱源 

(b)発電 800 kW 

委託範囲 中継施設運営管

理、運搬、処分費 
運搬、処分費 --- --- 

中継施設の有無 旧施設に積替え保管施設を設置 

※羽島市：収運業委託業者が設置・運営 

民間委託の理由 三重県の RDF 発

電事業が令和 2 年

度末をもって終了

することに伴い、

RDF 製造を継続

するかなど今後の

可燃ごみ処理のあ

り方について検討

した結果、近隣市

と広域化を目指す

ため、柔軟性を持

った一時的なごみ

処理方法として民

間委託とした。 

施設の老朽化に

伴い、新施設の

整備が必要にな

ったが、ダイオ

キシン対策等に

よる国・県の広

域化の方針等を

考慮し、近隣市

町との広域化を

目 指 す こ と と

し、それらが実

現 す る ま で の

間、民間委託と

した。 

岐阜羽島衛生施

設組合の旧施設

は、平成 22 年度

末には完全停止

すると住民と協

定 を 結 ん で い

た。しかし、次期

施設の用地がな

かなか定まらな

いため、協定を

平成 28 年度末

まで延長。 

平成 28 年度に

用地が決定し、

令和 10 年度に

完成予定。 

この新施設が稼

働 す る ま で の

間、緊急避難的

に民間委託を行

っている。 

施設の老朽化に

伴い、令和 8 年度

稼働を目指し、新

設の検討を行う

ことになった。近

隣市町と広域化

を目指したがタ

イミングが調整

できず、市単独で

ごみ処理施設を

建設することに

なった。 

現在、建設候補地

を選定中であり、

緊急避難的に民

間委託を行って

いる。 
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位置関係  

自治体（伊賀市）

の状況 

 

 

・伊賀市では、令和 2 年度末に伊賀北部地区の可燃ごみ処理施設である RDF

化施設が使用期限を迎えることから、有識者を交えた検討会で検討した結

果、名張市との広域化計画を進めるとともに、一時的に民間委託を行うこ

とが現実的であるとの意見で一致した。 

・民間委託のため既存の RDF 化施設を中継施設に改良して、令和 2 年 8 月

から伊賀市内の三重中央開発に処理委託している。 

・三重中央開発への委託の範囲は、中継施設での廃棄物の積替えから輸送、

中間処理、最終処分まで。処理量は 60～70 トン／日（1 日あたりトラッ

ク約 20 台） 

・民間委託のメリットは、ごみ処理費を削減できること。 

事業者の状況 ・これまで一般廃棄物の受入れ実績はスポット案件も含め約 200 自治体あ

る。地域は千葉県から沖縄県まで含まれる。 

・可燃ごみは、2 つの焼却施設にて処理している。また、一般廃棄物の焼却

灰の資源化（焼成⇒土木資材利用）も受け入れている。 

・焼却炉の発電能力は合計 4,800kW。原則として所内で消費し、夜間時余

った電力は中部電力へ売電している。 

・緊急停止等で処理できなくなった場合のバックアップとして、大阪府にあ

るグループ会社の施設で対応することとしている。 

・特に地元の伊賀市との関係は大切にしており、地元住民を対象にした見学

会やイベント等を開催している。 

  

三重中央開発

岐阜県羽島市

奈良県斑鳩町

滋賀県高島市

伊賀市
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（３）公共主導による廃棄物資源一体活用事例 

  
地域（自治体）や都道府県が主導して廃棄物資源を一体的に活用している事例を表 3.3.8

に示す。 

このうち倉敷市の事例は、水島コンビナート内の工場から排出される産業廃棄物と倉敷

市の水島側地域の一般廃棄物を地元大手企業や岡山県、倉敷市等により出資された SPC（特

別目的会社）により資源化がなされている事例である。君津地域の事例は、地元の大手企業

グループ等で構成された第三セクターにより一般廃棄物と地域の産業廃棄物が資源化され

た事例であり、現在、第 2 期計画が進行中である。埼玉県彩の国の事例は、埼玉県が土地を

提供した彩の国資源循環工場内に整備された民間資源化施設で地域の一般廃棄物を受け入

れている事例である。 
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表 3.3.8 公共主導による廃棄物資源一体活用事例 
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（ⅰ）倉敷市資源循環型廃棄物処理施設整備運営事業（水島エコワークス） 

 

ａ）事業の概要 

  水島エコワークス（株）は、民間企業 10 社と倉敷市及び岡山県が出資した SPC（特別

目的会社）であり、国内 PFI 初の一般廃棄物と産業廃棄物を一体的に処理することを目的

にした事業である。 

  倉敷市からの一般廃棄物等と、岡山県内や水島コンビナート企業からの産業廃棄物を

「サーモセレクト方式」のガス化溶融処理システムを採用・処理することで 100%の再資

源化し、その資源を再び地域に還元している。 

 

ｂ）基本事項 

  

ｃ）施設の概要 

  

ｄ）事業設立の経緯 

●岡山県の動向 

  「岡山県環境基本計画（エコビジョン 2010）－平成 10 年 3 月制定」から制定された 

「岡山県循環型社会形成推進条例（平成 13 年 12 月）」の基本構想において、岡山県の廃

棄物発生量のうち倉敷地域が半分以上あることから、水島コンビナート内の遊休地を活

用したコンビナート企業との協働による廃棄物の循環利用の拠点整備の構想として立案

された。 

 

事業主体 水島エコワークス株式会社 

主要施設名・
場所 

倉敷市・資源循環型廃棄物処理施設（倉敷市水島川崎通） 
(JFE エンジニアリング西日本製鉄所（倉敷地区）内） 

主要地域 岡山県倉敷市 

人口 482,231 人（令和元年 6 月末現在） 

面積 355.63 km2 

施設規模 555t/日(185t/日×3 基)： 
サーモセレクト方式ガス化溶融炉設備 

処理量 一般廃棄物 計 303t/日 
産業廃棄物 計 252t/日 

供給開始 平成 17 年 4 月 

事業方式 BOO 方式（20 年間） 
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●事業の目的 

  ・倉敷市一般廃棄物とコンビナート企業等可燃性産業廃棄物の処理におけるゼロエミ

ッション化 

 ・最先端ガス化溶融技術の活用 

  ・コンビナート内立地によるインフラ整備、遊休地の活用、副生成物の利用 

  ・コンビナート企業の処理技術に基づく競争力のある事業運営 

 

 

 

図 3.3.9 水島エコワークスの事業スキーム例 
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（ⅱ）-１ 君津地域広域廃棄物処理事業（第１期） 

 

ａ）事業の概要 

 君津地域広域廃棄物処理事業は、君津地域 4 市（木更津氏、君津市、富津市、袖ケ浦

市）の一般廃棄物及び産業廃棄物の一部を、君津地域 4 市と民間会社 3 社が共同出資して

設立した（株）かずさクリーンシステムに中間処理を委託する事業（第 3 セクター方式

【出資比率：官 36%・民 64％】）である。 

 中間処理は、民間活力を活かした操業を行っており、炉形式もシャフト炉式ガス化溶融

炉により、ごみ質の変動に左右されない安定した操業を行っている。 

 この事業の円滑な運営を図るため「株式会社かずさクリーンシステム運営連絡協議会

（メンバー:出資者、かずさクリーンシステム及び千葉県）」を設立し、運営方針・事業計

画等の調査、研究、協議又は調整を行っている。なお、定款の変更、事業計画等の重要事

項は君津地域 4 市に発言権のある仕組みとなっている。 

 

 
図 3.3.10 かずさクリーンシステムの事業概要 
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ｂ）基本事項 

 

ｃ）施設の概要 

  

ｄ）事業の経緯と特徴 

●経緯 

  君津地域 4 市（木更津市、君津市、富津市及び袖ケ浦市）は、以前各市で焼却処理を行

っており、ダイオキシン類等の発生や最終処分場を有していないことによる焼却灰の最

終処分の問題、施設の老朽化に伴う更新等の問題を抱えていた。そのようななか、平成 8

年に千葉県の指導のもと、君津地域 4 市と新日本製鐵（株）（現、日本製鉄（株））を交え、

千葉県南部の今後の広域廃棄物処理事業について、情報及び認識の共有化を図り事業化

の検討を行うことを目的に「県南部広域廃棄物処理事業研究会」が発足し、その結果とし

て、第 3 セクター方式による広域的な廃棄物処理の実現を目指すことになった。 

  この研究会は「君津地域広域廃棄物処理事業調整会議」と名称をかえ、具体的な検討を

行った結果、各市が第 3 セクターへ出資すること及び 20 年間にわたる債務負担行為につ

いて議会の承認を経て、平成 10 年に「（株）かずさクリーンシステム」が設立された。 

事業主体 株式会社かずさクリーンシステム 

主要施設名・場所 君津地域広域廃棄物処理施設（千葉県木更津市新港） 

設立 平成 10 年 12 月 

資本金 20 億円 

受入れ地域 千葉県木更津市、君津市、富津市、袖ケ浦市 

人口 330,191 人（平成 27 年度現在） 

面積 757.82 km2 

施設規模 450t/日 
・第 1 工場（100t/日×2 炉） 
・第 2 工場（125t/日×2 炉） 

受入量 
（平成 28 年実績） 

君津地域 4 市の一般廃棄物 ：108,775 t/年 
４市以外（事業所ごみ）※  ：  2,554 t/年 
     合 計      ：111,329 t/年 
※日本製鉄（株）君津地区の事業所ごみ（梱包用木くず、
紙くず、プラスチック、オフィスごみ等） 

供給期間 ・平成 14 年・・・第 1 工場稼働開始 
 富津市のごみ全量及び残り 3 市の焼却灰を受入開始 
・平成 18 年・・・第 2 工場稼働開始 
 4 市全域のごみの受入開始 
・令和 8 年度末・・・事業終了予定 

事業方式 第 3 セクター方式 
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  なお、事業期間は、第 1 工場事業開始（平成 14 年）から原則 20 年間の操業としてお

り、事業終了後の次期事業展開について平成 27 年度から検討した結果、令和 8 年度末ま

で 25 年間の事業実施として地元住民との合意が得られた。    

 

●特徴 

・（株）かずさクリーンシステムは、官民共同出資による事業形態であり、かつ出資比率

を民 64%、官 36％としている。この理由は、行政側の意向が全く反映されない事態を

防ぐため、民間が 3 分の 2 以上の出資率にならないように設定したため。 

・自治体は通常、民間への処理委託を 1 年毎に更新するが、事業の安定的な事業運営が難

しくなる。そのため、4 市から 20 年間、（株）かずさクリーンシステムへごみ処理委託

する「長期債務負担行為」について、各市議会で可決され、継続的な事業運営が確約さ

れた。 

・実際の処理事業の運営面の課題として、民間事業者の不適切な対応によりかずさクリー

ンシステムの事業運営が危うくなった場合、廃棄物処理法に基づく事業として事業自

体は継続されることを確認。その場合、銀行団が別の民間事業者に入れ替えて健全化を

図ることになっている 

・事業期間中、トラブルや国の規制強化等が起こっても、金融機関は追加融資せず、4 市

の委託単価で返すことになっている。 
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図 3.3.11 君津地域広域廃棄物処理事業（第 1期）スキーム 
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（ⅱ）-２ 君津地域広域廃棄物処理事業（第２期） 

 

ａ）事業の概要 

 現在、実施している君津地域広域廃棄物処理事業が令和 8 年度末に事業終了を迎えるに

あたり、次期事業の検討を平成 27 年から開始した。 

 また、安房地域 3 市 1 町（館山市、鴨川市、南房総市、鋸南町）では、ごみ処理の広域

化に向けて平成 10 年から検討していたが、平成 28 年に建設候補地の同意が得られなかっ

たことと、鴨川市が事業から離脱したこともあり、ごみ処理の広域化が白紙に戻ったこと

もあって、当該事業の協議へ参加したい旨の申し入れがあり、君津地域 4 市で協議の結

果、受け入れることとなった。 

 事業者の選定は公募型プロポーザル方式により実施され、募集要項は令和元年 9 月に公

表され、有識者で構成される事業者選定委員会で審査された結果、令和 2 年 3 月に優先交

渉権者（日鉄エンジニアリング株式会社グループ）が選定された（応募は 1 社のみ）。 

 構成する 7 自治体と株式会社上総安房クリーンシステムは、令和 2 年 9 月に事業契約を

締結した。 

 

 
図 3.3.12 君津地域広域廃棄物処理事業（第２期）の業務範囲 
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ｂ）基本事項 

 

ｃ）施設の概要（予定） 

 

事業者（SPC） 株式会社上総安房クリーンシステム 

主要施設名・場所 第 2 期君津地域広域廃棄物処理施設 
千葉県富津市新富（日本製鉄（株） 所有地） 

設立 令和 2 年 6 月 

事業者選定方式 公募型プロポーザル方式 

事業方式 BOO 

出資者 
（令和 2 年 9 月現在） 

・日鉄エンジニアリング株式会社 
・鹿島建設株式会社 
・株式会社広築 
・株式会社市川環境エンジニアリング 

※7 自治体が令和 2 年度中を目途に出資する予定 

受入れ地域 千葉県  木更津市、君津市、富津市、袖ケ浦市 
（第 2 期から参加）鴨川市、南房総市、鋸南町 

人口 462,062 人（平成 27 年度現在） 

面積 1224.27km2 

対象処理物 一般廃棄物、条例で受入れている産業廃棄物 

施設構成 工場棟、計量棟、管理棟、スラグストックヤード棟 

処理方式・ 
規模 

シャフト炉式ガス化溶融方式 
477t/日（159ｔ/日×3 炉） 

発電能力 11,880kw 

運営期間 令和 9 年 4 月～令和 29 年 3 月（20 年間） 

総事業費 746 億円（税抜き） 
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図 3.3.13 君津地域広域廃棄物処理事業（第２期）の対象地域 

 

 
図 3.3.14 君津地域広域廃棄物処理事業（第２期）の事業計画 

 

君津地域広域廃棄物
処理事業 対象地域

かずさクリーンシステム（第1期）
施設場所

上総安房クリーン
システム（第2期）
施設場所

君津地域広域廃棄物処理事業
第2期で追加された地域
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（ⅲ）豊橋市バイオマス資源利活用施設整備・運営事業 

 

ａ）事業の概要 

 これまで別々に処理されていた下水汚泥、し尿・浄化槽汚泥、生ごみ（一般廃棄物）を

集約してメタン発酵処理し、生成したバイオガスを燃料として発電する複合バイオマスエ

ネルギー化施設である。発酵後に残った汚泥も炭化燃料に活用され、バイオマス資源が

100％エネルギー化される。 

メタンガスの発電利用 ・・・販売量：680 万 kWh/年 

未利用地利活用・・・太陽光発電設備：1,995MW 

 

 
図 3.3.15 豊橋市バイオマス資源循環利用施設の事業形態 

ｂ）基本事項 

 

 

事業主体 株式会社豊橋バイオウィル 

主要施設名・場所 豊橋市バイオマス利活用センター 
愛知県豊橋市神野新田町字中島７５番地の２ 

設立 平成 26 年 11 月 

資本金 1 億円 

対象地域 愛知県豊橋市 

人口 376,994 人（令和元年 7 月現在） 

面積 261.88 km2 
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ｃ）施設の概要 

 

 

 

  

施設規模 メタン発酵槽 5,000m3×2 基 Φ21m×高さ 18.3m 
湿式 中温（約 35℃）発酵方式 

受入量 汚泥：約 472m3/日 
生ごみ：約 59t/日 

供給開始 平成 29 年 10 月 

事業方式 BTO 方式（20 年間） 
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（ⅳ）埼玉県彩の国資源循環工場整備事業 

 

ａ）事業の概要 

 彩の国資源循環工場は、公共関与による、民間リサイクル施設（借地事業者）、PFI サー

マルリサイクル施設（PFI 事業者）、県営最終処分場、県と民間の研究施設で構成する総合

的な「資源循環モデル施設」である。 

 サーマルリサイクル施設は、事業用定期借地権により県有地を賃借し、「サーモセレク

ト方式ガス化溶融方式」を採用している。日量 450t の廃棄物を溶融し、そこで発生した精

製ガスを利用することにより高効率発電を行い、余剰電力は電力会社に販売する。また、

排出する溶融固化物、金属などを再資源化することで、完全リサイクルを達成し、最終処

分場に依存しない施設となっている。 

 

 

 

 

 

 

 
    大規模リサイクル施設建設・運営（BOO）  事業基盤施設整備＋公園緑地施設整備（BTO） 

 図 3.3.16 埼玉県彩の国資源循環工場 

 

 

ｂ）基本事項（サーマルリサイクル施設） 

 

 

 

 

 

事業主体 オリックス資源循環株式会社 

主要施設名・場所 サーマルリサイクル施設 
埼玉県大里郡寄居町大字三ケ山 313 

設立 平成 14 年 9 月 

資本金 3 億円（株主：オリックス（株）100%） 

事業期間 20 年間 
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ｃ）施設の概要（サーマルリサイクル施設） 

 

ｄ）事業の経緯と特徴 

●経緯 

・埼玉県は、寄居町の遊休化している行政財産を有効利用して、公共収益を増やすため、

寄居町にある県営最終処分場を活用し、「彩の国資源循環工場」を整備した。この「彩

の国資源循環工場」は、様々な処理施設等を集積させて相互に連携し、効率的で効果的

な資源再生と技術開発に取り組む、公共関与による全国初めての総合的な「資源循環モ

デル施設」として、全国のモデルになるような施設整備を目指した。 

・平成 14 年３月に、提案協議方式による事業参加企業を選出、11 月には地元住民組織と

の運営協定、12 月締結終了、15 年 10 月から建設着工。事業期間は 20 年間であり、終

了後、施設を解体・撤去し、用地を県に返還する予定。 

・事業の運営に際しては、県内廃棄物や県内リサイクル先進企業の産業廃棄物を優先する

こと、住民問題等の発生への対応については県が連帯責任を負うことして地元に理解を

得た。 

●特徴 

埼玉県の役割 ・公共の地元調整による事業適地の確保 
・事業期間中、県は事業用定期借地権を設定し、有償で土地を貸すこ

とで賃貸収入を得ることできる 
SPC 事業者 ・独立採算型 PFI であり、施設の建設、運営はすべて事業者の負担で

行い、埼玉県は一切の保証（受入廃棄物の供給保証等）や優遇措置

を講じない 
・廃棄物処理手数料は事業者自ら設定でき、廃棄物処理や売電等の収

益は全て SPC 事業者に帰属する 
・事業責任を明確にするために県の事業許諾は PFI 事業者（又は事業

継続保証人）に限るものとする 
・経営環境の変化により事業期間内に事業を終了する場合は、埼玉県

は損害賠償を求めない 

施設規模 450t/日(225t/日×2 基)： 
サーモセレクト方式ガス化溶融炉設備 

受入れ品目 ・一般廃棄物（可燃ごみ、不燃ごみ） 
・産業廃棄物、特別管理産業廃棄物 

処理実績 
（令和元年度） 

・一般廃棄物：34,879t/年 
・産業廃棄物：70,718t/年 

供給開始 平成 18 年 9 月 

事業方式 BOO 方式（20 年間） 
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（４）民間委託事例調査のまとめ 

 

・一般廃棄物を民間委託している自治体で民間委託をはじめた動機として、既存のごみ焼却

炉の老朽化に伴い新施設の整備が必要になり広域化や単独で処理場の整備を目指したも

のの上手くいかなかったため、緊急避難的に既存の産廃処理会社への民間委託を選択し

たと、多くの自治体が回答している。 

 

・自治体側のメリットとしては、いずれの自治体もごみ処理の施設維持管理費が抑えられる

こととの回答であった。将来的なごみ減量化によって、さらに費用削減が可能となる。 

 

・自治体のなかには、「環境保全負担/協力金条例」を定めており、他市からの持込について

は処理量に応じた負担金を課している事例もある。 

 

・自治体と処理業者間では、3 年や 6 年単位の複数年契約を締結している。日高市は、ごみ

処理が滞ることがないように、別途、可燃ごみに関する協定（10 年間）を民間企業と締

結している。 

 

・民間委託する場合、既存の収集運搬体制は変えずに、中継施設を設け、大型車両（10t 車）

に積替えて民間企業へ運搬していた。中継施設を設けることで、自治体側としては既存の

住民サービス（直接持込、ごみ回収等）を変えずに済み、かつ緊急時の一時保管場所とし

て使えるというメリットがある。また、受入側の民間企業としては、既存顧客へのサービ

スの質・周辺地域の環境影響を現状維持できる。 
 
・処理を委託する自治体から処理会社へは、定期修繕や災害時のバックアップ体制を求める

ことが多いが、各処理会社は他の産廃処理会社との連携等によりバックアップ体制を構

築している。 
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３．３．４ 地域へのエネルギー供給について 

（１）余熱利用の基本的な考え 

 

 国が定めた「循環型社会形成推進基本計画（平成 30年 6月）」では、できるだけ再使用、

再利用できないものは資源循環を行うことを優先して、最大限の環境負荷低減を考慮する

ことが求められている。そのうえで、リサイクルが困難な可燃性廃棄物については、焼却施

設におけるエネルギー活用を徹底的に行うとともに、残さをさらに再生利用するなど多段

階での循環利用が効率的に行われることが必要とされている。 

 こうした取り組みを通じて、プラスチック類等の 3Rとともに、温室効果ガスの排出削減、

化石資源への依存度低減、海洋環境等への影響低減等が図られるとともに資源循環の活性

化が求められている。 

 一般廃棄物の焼却施設やガス化溶融施設は、エネルギー回収型廃棄物処理施設に位置付

けられている。また、産業廃棄物の焼却施設においても発電や熱回収の機能を有する施設が

増えてきている。廃棄物の焼却に伴って発生する熱は、排ガスラインにボイラ等の熱交換器

を設けることにより、蒸気、温水、高温水あるいは高温空気等の形態にエネルギー変換して

様々な用途に利用することが可能である。廃棄物焼却施設における余熱利用形態を図

3.3.17 に示す。 

 廃棄物の焼却によって発生する熱を高温空気、温水、蒸気のどの形態で回収するかは焼却

施設の規模や廃棄物の発熱量、需要先での利用形態や使いやすさ、熱輸送手段、近隣企業や

公共施設立地環境などを考慮しながら総合的に判断することが一般的である。 

余熱利用形態別の必要熱量（例）を表 3.3.9に示す。  



43 
 

 

図 3.3.17 廃棄物焼却施設における余熱利用形態 
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表 3.3.9 余熱利用形態とその必要熱量（例） 

 

※本表に示す必要熱量、単位当りの熱量は一般的な値を示しており、施設の条件により異なる場合がある。 

必要熱量

(MJ/h)
誘引送風機の
タービン駆動

タービン出力500kW 蒸気
タービン

33,000 66,000kJ/kWh 蒸気復水器にて大気拡散
する熱量を含む

排水蒸発
処理設備

蒸発処理能力
2,000t/h 蒸気 6,700 34,000kJ/排水

100t -

発電

定格発電能力
1,000kW(背圧タービン）

定格発電能力
2,000kW(復水タービン）

蒸気
タービン

35,000
40,000

35,000kJ/kWh
20,000kJ/kWh

蒸気復水器にて大気拡
散する熱量を含む

洗車水快音
1日（8時間）

洗車台数50台/8h 蒸気 310 50,000kJ/台 5-45℃加温

洗車用スチーム
クリーナ

1日（8時間）

洗車台数50台/8h 蒸気噴霧 1,600 250,000kJ/台 -

工場・管理棟
給湯

1日（8時間）

給湯量10m3/8h
蒸気
温水

290 230,000kJ/m2/h 5-60℃加温

工場・管理棟
暖房

延面積1,200m2 蒸気
温水

800 670kJ/m2/h -

工場・管理棟
冷房

延面積1,200m2 吸収式
冷凍機

1,000 840kJ/m2/h -

作業副
クリーニング

1日（4時間）

50着 蒸気洗浄 ≒0 - -

道路その他
の融雪

延面積1,000m2 蒸気
温水

1,300 1,300kJ/m2/h -

福祉センター
給湯

収容人員60名
1日（8時間）

給湯16m3/8h

蒸気
温水

460 230,000kJ/m2/h 5-60℃加温

福祉センター
冷暖房

重要人員延床面積

2,400m2
蒸気
温水

1,600 670kJ/m2/h
冷房の場合は暖房時必要
熱量×1.2倍となる

地域集中給湯
対象100世帯

給湯量300L/世帯・日
蒸気
温水

84 69,000kJ/世帯・日 5-60℃加温

地域集中暖房
集合住宅100世帯

個別住宅100棟
蒸気
温水

4,200
8,400

42,000kJ/世帯・h
84,000kJ/世帯・h

冷房の場合は暖房時必要
熱量×1.2倍となる

温水プール 25m一般用・子供用併設
蒸気
温水

2,100 - -

温水 プー ル用
シャワー設備

1日（8時間）

給湯30m3/8h
蒸気
温水

860 230,000kJ/m2/h 5-60℃加温

温水プール管
理棟暖房

延面積350m2 蒸気
温水

230 670kJ/m2/h
冷房の場合は暖房時必要
熱量×1.2倍となる

動植物用温室 延面積800m2 蒸気
温水

670 840kJ/m2/h -

温帯動植物用
温室

延面積1,000m2 蒸気
温水

1,900 1,900kJ/m2/h -

18,000 430kJ/造水11 多重効用缶方式

(26,000) (630kJ/造水11) (二重効用缶方式）

施設園芸 面積10,000m2 蒸気
温水

6,000~
15,000

630~
1,500kJ/m2/h

-

野菜工場
サラダ菜換算
5,500株/日

蒸気
温水

700kW - -

アイススケート場 リンク面積1,200m2 吸収式
冷凍機

6,500 5,400kJ/m2/h
空調用含む滑走人員
500名

出典：ごみ処理施設整備の計画・設計要領2017改訂版、（社）全国都市清掃会議

備考

場
外
熱
回
収
設
備

海水淡水化設
備

造水能力

1,000m3/日
蒸気
温水

場
内
建
築
関
係
熱
回
収
設
備

場
内
プ
ラ
ン
ト
関
係
熱
回
収
設
備

設備名称 設備概要（例） 利用形態 単位当り熱量
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（２）余熱利用の実態調査 

（ⅰ）産業廃棄物施設 

 平成 26 年度の稼働中の産業廃棄物焼却施設の規模別余熱利用状況を表 3.3.10 に示す。 

 表 3.3.10 より、産業廃棄物焼却施設の余熱利用は、発電利用よりも発電以外の余熱利用が

多い。また、施設規模が大きくなるほど発電利用数は増えている。 

 

表 3.3.10 平成 26年度の稼働中の産業廃棄物焼却施設の規模別余熱利用状況 

 
 
（ⅱ）一般廃棄物施設 

 平成 13 年度から平成 29 年度に併用開始した施設について、施設規模別の余熱利用状況

を表５－３に示す。表５－３より、100t/日以上の施設において、場内利用または場外利用

に関わらず、発電が最も多くを占めている。 

 

表 3.3.11 一般廃棄物焼却施設の規模別余熱利用状況 

 

発電以外の
余熱利用

発電利用
余熱利用

なし
合計

5 t/h以上 120t/日越 89 45 54 188

2～5 t/h 48～120t/日 120 37 104 261

1～2 t/h 24～48t/日 87 8 156 251

0.5～1 t/h 12～24t/日 58 1 187 246

0.2～0.5 t/h 4.8～12t/日 46 1 133 180

0.1～0.2 t/h 2.4～4.8t/日 16 1 42 59

0.05～0.1 t/h 1.2～24t/日 4 0 15 19

0.05 t/h以下 1.2t/日以下 0 0 10 10

420 93 701 1,214
※発電利用は複合利用含む

出典：http://www.env.go.jp/press/y0310-01/mat03_1_P3.pdf

施設規模
（日規模は24h換算値）

合計

場内
温水

場内
蒸気

発電 小計
場内
温水

場内
蒸気

発電 小計

100t/日未満 65 9 16 90 11 1 10 22 12 48
100t/日以上

200t/日未満
48 21 60 129 15 3 50 68 3 3

200t/日以上

300t/日未満
28 20 44 92 12 7 44 63 0 0

300t/日以上 50 47 67 164 24 17 66 107 0 1

合計 191 97 187 475 62 28 170 260 15 52
出典：環境省　一般廃棄物処理実態調査結果（平成28年度調査結果）

※2001年度から2017年度に併用開始した施設

※複数の余熱利用を実施している施設がある

なしその他
場内利用 場外利用

施設規模
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（３）場内余熱利用について 

熱エネルギーを廃棄物高効率熱回収施設の場内で利用する場合、熱利用形態は「燃焼排ガ

ス」、「温水」、「蒸気」、「高温空気」及び「発電」がある。このうち、廃熱ボイラで回収した

熱で発生させた「高圧蒸気」は、「廃棄物発電」への利用が可能なうえ、蒸気から温水に熱

媒体を変換して場内外へ供給することができることからも利用価値が高くなる。同様に、発

電した電力は電気式の空調機や温水器によって、冷暖房や温水への変換が可能であり、場内

消費電力の余剰分の売却も可能なため、用途も広く無駄が生じにくい方法となっている。そ

のため、可能な限り「廃棄物発電」に利用する例が多い。 

次に、「燃焼排ガス」を汚泥の乾燥や廃液の蒸発に利用する例がある。この利用方法は、

これまで乾燥や蒸発のために必要とされていた化石燃料の削減となり、また施設全体の熱

回収率の向上につながる。 

最後に、場内での「温水」利用は、場内給湯や暖房・冷房などに直接利用されるため、使

用場面・時期が限られることから、得られたエネルギーを使い切れない可能性がある。 

 

（４）場外余熱利用について 

廃棄物高効率熱回収施設から外部施設等への余熱供給を行う場合、供給先と廃棄物高効

率熱回収施設の距離を考えた供給を考える必要がある。外部余熱利用施設へ熱供給する場

合の熱利用形態別のメリット・デメリットを表 3.3.12 に示す。 

 

表 3.3.12 外部余熱利用施設へ熱供給する場合の熱利用形態別メリット・デメリット 

熱利用形態 メリット・デメリット 

蒸気 

メリット 他の熱供給媒体と比較して熱効率が高い 

デメリット 
余熱利用設備までの距離がある場合には減圧の問題がある 

蒸気輸送間の事故・トラブルなど安全面で課題がある 

高温水 

または 

温水 

メリット 
余熱利用設備にて高温水から熱のみを抜き取り、高温水を

循環使用することができる 

デメリット 
余熱利用施設までの距離がある場合には、送水管の保温を

確保する必要がある 

電気 

メリット 
供給ルートが自由に設定でき、保温の考慮は不要 

同一敷地内の施設内利用であれば、送電等の許可も容易 

デメリット 

地域による系統連系の可否がある 

系統連系に必要な工事負担金が高額となる場合がある 

蒸気や温水に比べてエネルギー回収率が劣る 
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（４）熱回収率について 

 

令和２年度二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（廃棄物エネルギーの有効活用によ

るマルチベネフィット達成促進事業）によると、熱回収率は、廃棄物の処理及び清掃に関す

る法律施行規則第 5 条の 5 の 5 第一項第 4 号ハに規定する方法で以下の式で表される。ま

た、熱回収率の試算方法などの詳細については、「廃棄物熱回収施設設置者認定マニュアル

（平成 23 年 2 月）」（環境省大臣官房廃棄物・リサイクル対策部）も参照した。 

 

 

熱回収率（％） =
Ｅ × 3600 + 𝐻𝐻 − 𝐹𝐹

𝐼𝐼 × 100 
 

ここで 

Ｅ：熱回収により得られる熱を変換して得られる電気の量（MWh） 

Ｈ：熱回収により得られる熱量からその熱の全部又は一部を電気に変換する場合における当該変換 

される熱量を減じて得た熱量（発電以外の熱利用※１）（MJ） 

※１：白煙防止のための排ガス再加熱器と脱硝用排ガス再加熱器による熱利用は、発電以外の熱利用に含まれない。 

Ｆ：廃棄物以外の物であって燃焼の用に供することができるもの（「燃料」）の熱を得ることに利用することに

より得られる熱量（MJ） 

  Ｆ＝化石燃料※２の熱量（ＭＪ）×0.2＋化石燃料以外の燃料※３の熱量（ＭＪ）×0.1 

※２：化石燃料とは、灯油、重油、ガス、コークス等をいう。 

※３：化石燃料以外の燃料とは、RDF、RPF、再生油、廃タイヤチップ、木質チップ等の廃棄物由来燃料で、購

入した燃料。 

Ｉ：当該熱回収施設に投入される廃棄物の総熱量と燃料の総熱量を合計した熱量（MJ） 
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（５）補助金と交付要件について 

 

 令和２年度二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（廃棄物エネルギーの有効活用によ

るマルチベネフィット達成促進事業）において、補助率は、施設導入に必要な経費（建築、

土木工事は原則除く）の 1/3 となる。 

 
表 3.3.13 廃棄物エネルギーの有効活用によるマルチベネフィット達成促進事業の交付要件 

（廃棄物高効率熱回収施設） 

施設規模 熱回収率 

100t/日以下 12%以上 

100t/日超え 150t/日以下 14%以上 

150t/日超え 200t/日以下 15.5%以上 

200t/日超え 300t/日以下 17%以上 

300t/日超え 450t/日以下 18.5%以上 

450t/日超え 600t/日以下 20%以上 

600t/日超え 800t/日以下 21%以上 

800t/日超え 1,000t/日以下 22%以上 

1,000t/日超え 1,400t/日以下 23%以上 

1,400t/日超え 1,800t/日以下 24%以上 

1,800t/日超え 25%以上 
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 まとめ 

４．１ 各主体のメリットと課題 

  

 みやぎモデルのような廃棄物資源循環エネルギー施設に係る各主体のメリットと課題を

表 4.1.1 に示す。      

 

表 4.1.1 みやぎモデル構築による各主体のメリットと課題 

主体 メリット 課題 

地元自治

体 

・廃棄物焼却施設を核とした地域循環型環

境先進都市（スマートシティ化）の構築 
・熱利用型の工場、農業誘致による雇用創

出、税収増 
・災害時の廃棄物処理や避難の拠点確保 
・非常時の電源確保 
・廃棄物処理費の抑制（財政貢献）、技術

者不足対応 

・地域振興につながる事業の

誘導 
・処理費削減効果、事業安定

性確認 
・出資等の事業参画の可能性 
・その他、行政支援による円

滑な事業化支援、地元合意

形成支援 

地域住民 

・エネルギー化施設整備の他、周辺の工場

誘致、農業ビジネス振興等による地域振

興、雇用創出 
・災害に強い地域の創出 

・施設立地についての理解 
・地域住民の意向把握 
・賛同者等による事業参画の

可能性 

排出事業

者 

・資源化率向上、最終処分量削減等による

環境貢献 
・委託先での不適正処理等のリスク払拭 
・産業廃棄物の処理委託費削減 

・地域の有力企業の参画によ

る事業化推進 

処理業者 

・エネルギー創出企業としてのプレゼンス

向上及び地域社会への貢献 
・一般廃棄物処理による事業安定性や事業

収益向上 

・自治体の信頼感醸成のため

の地域の有力企業等との連

携（SPC 構築等） 
・採算性向上のための廃棄物

量確保 

電力等の

エネルギ

ー関連企

業 

・地域循環型環境先進都市（スマートシテ

ィ化）の構築推進等による地域社会の貢

献、分散型電力源の確保 
・事業参画による利益確保、その他の地域

のユーテリティ事業への参画の可能性 

・事業性や地域貢献度等につ

いての理解醸成 

県 
・合理的な廃棄物の処理と資源化の推進

（地域循環資源エネルギー高度利用の達   

成） 

・勉強会の場等での自治体、

事業者への支援 
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４．２ みやぎモデルの事業化に係る検討事項 

 

 本事業では、地域の身近なバイオマス資源や廃プラスチック類等の廃棄物を集約し、地

域密着型のエネルギー回収及び農業資源として利活用できる施設である「みやぎモデル」

を 3 つのパターン（①市町村主体モデル、②民間主体モデル、③市町村・民間連携モデ

ル）及び市町村・民間連携モデルのうち廃棄物焼却エネルギー回収施設を想定し、事業性

評価を行った他、官民が連携して廃棄物を一体的に処理している事例を整理した。 

本事業の成果をふまえ、地域で集めた廃棄物の合理的なエネルギー化手法として、地域の

廃棄物資源を民間施設により一体処理し、得られたエネルギーを地域に還元する地域循環

共生型廃棄物エネルギー化構想としての「みやぎモデル」を事業化する場合に、以下のよ

うな検討を行うことが考えられる。 

 

（１）みやぎモデルのより具体的な事業計画の策定 

 みやぎモデルを事業化する場合には、「廃棄物処理ビジネス」として確実に成り立つ事

業計画を立案し、より具体的な施設計画（施設の立地場所、受け入れる廃棄物の種類と

量、建設コスト、エネルギーの活用方法等）の検討を進めることが必要と考えられる。 

 

（２）事業化を強力に推進する主体（事業者・行政等）の構築 

 みやぎモデルの事業化には信頼できる事業者からなる、事業を強力に推進する主体（事

業者・行政等による SPC 等）を構成していくことがポイントと考えられる。 

 

（３）今後の新しい廃棄物処理施設のあり方の検討 

地域で望ましい廃棄物エネルギー回収施設とは、安価なコストでの適正処理や、環境負

荷の低い処理、廃棄物の徹底的な有効活用はもとより、これからは、地域活性化につなが

るエネルギー有効活用方策や、排出した CO2 の農業利用等の地域共生モデルの提案等、廃

棄物エネルギー活用に対する社会的理解向上のための視点からの取り組みも必要となって

いる。 

 



 

 

 

 

 


	第１章　 調査結果概要
	１．１　背景と目的
	１．２　調査結果

	第２章　 業務の背景と目的
	２．１　業務の背景
	２．２　業務の目的

	第３章　 調査内容
	３．１　調査項目
	３．２　検証方法
	３．３　実施結果
	３．３．１　関係機関による勉強会の開催
	３．３．２　市町村・民間連携モデルの検討
	３．３．３　官民連携により廃棄物処理をしている事例調査
	３．３．４　地域へのエネルギー供給について


	第４章　 まとめ
	４．１　各主体のメリットと課題
	４．２　みやぎモデルの事業化に係る検討事項


